
理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、専門業務を牽引できる人材

変化に対応して、新たなモノやサービスを創り出すことができる人材

実践的な職業教育にふさわしい教育条件の整備高等教育としての質保証国際通用性の担保

経済社会の状況

大学・短大 専門学校

背

景

今後の成長分野を見据え、新たに養成すべき専門職業人材

○産業構造の急激な転換第四次産業革命、国際競争の激化）
→職業の盛衰のサイクルの短期化、予測の困難化

○就業構造の変化
→ジョブ型雇用へのシフト、企業内教育訓練の縮小

○少子･高齢化の進展、生産年齢人口の減少
→労働生産性向上に向けた要請

高度な
実践力豊かな

創造力

独自の基準の設定

○幅広い教養や、学術研究
の成果に基づく知識・理論
とその応用の教育

○特定職種の実務に直接
必要となる知識や技能の教育

豊かな

創造力

高度な

実践力
＋

【観光分野】：適確な接客サービスに加えて、サービスの向上や
旅行プランの開発を企画し、実行できる人材

【農業分野】：質の高い農産物の生産に加えて、直売、加工品開発等も
手掛け、高付加価値化、販路拡大等を先導できる人材

【情報分野】：プログラマーやデザイナーとしての実践力に加えて、
他の職業分野と連携し、新たな企画構想を商品化できる人材 など

かつ

高等教育をめぐる状況

新しいタイプの人材育成
の強化が急務

○高等教育進学率の上昇（大学教育のユニバーサル化）
→学生の資質やニーズの多様化（大学の機能別分化の必要性）

○産業界等のニーズとのミスマッチ
→より実践的な教育へのニーズ、社会人の学び直しニーズへの対応

○より積極的な社会貢献への期待と要請
→変化の激しい社会に対応した人材、成長分野を担う人材の育成

【教育内容】 【修業年限】

【学 位】

【教 員】

【学生受入】 【学部等設置】

制 度 設 計

・ 「実践力」と「創造力」を育む教育課程
・ 産業界等と連携した教育課程の開発・編成・実施
・ 実習等の強化（卒業単位の概ね３～４割以上、長期の企業内実習等）

・ 実務家教員を積極的に任用（必要専任教員数の４割以上）
※専任実務家教員の必要数の半数以上は、研究能力を併せ有する実務家教員

・ 社会人、専門高校卒業生など多様な学生の受入れ
※ 社会人も学びやすい柔軟な履修形態
※ 短期の学修成果の積み上げによる学位取得等も促進

・ ４年（大学相当）、 ２年又は３年（短期大学相当）
※ ４年制の課程については、前期・後期の区分制の導入も可

・ ４年制修了者には、「学士（専門職）」を授与
・ ２・３年制修了者、４年制前期修了者には、「短期大学士（専門職）」

を授与

・ 大学・短期大学における「専門職学部・学科」も制度化
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３．地域を担う人材育成に向けた教育改革

実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化（今国会に法案提出中）



３．地域を担う人材育成に向けた教育改革
成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）

Ø サイバーセキュリティ、IoT、ビッグデータ、人工知能、組込みシステムなど、情報技術を高度に活用して、
社会の具体的な課題を解決することのできる人材の育成は急務であり、我が国の極めて重要な課題
Ø 今後のIT需要の拡大にもかかわらず、労働人口の減少から、IT人材不足が今後一層深刻化する可能性が高い

平成29年度予算額 9億円 （平成28年度予算額 7億円）

例えば、東京オリンピック・パラリンピック競技大会を成功に導くためにもセキュリティ技術者等の高度のIT技術者の育成は不可欠
Society5.0を実現するためには、ビッグデータ、人工知能等の情報技術の利活用が重要な鍵を握る
また、長期的視点からも、学部教育でのアクティブラーニングの推進や、大学における社会人学び直し機能の強化は喫緊の課題

背景

高等教育機関の役割

① 学生に対する実践的教育の推進：大学教育改革により、質の高い情報技術人材を多く輩出すること

② 社会人学び直しの推進：個々の情報技術人材の生産性を高めるための学び直しに貢献すること

＜産業界に期待する役割（例）＞
ü 産業の魅力向上（処遇・キャリア）

ü 流動性向上により高付加価値領域への人
材配置

ü 高い競争力の実現→企業収益の確保→
優秀な情報技術者に対する高い処遇
という好循環の実現

enPiTの概要
産学連携による課題解決型学習（ＰＢＬ）等の実践的な教育の推進により、大学における情報技術人材の育成機能強化を目指す取組

Education Network for Practical Information Technologies （エンピット）

① 学生に対する実践的教育の推進

Ø 大学間連携により、PBL中心の実践的な情報教育を行う
Ø 教育ネットワークを構築し、開発した教育方法や知見を広く全国に普及させる
Ø 産業界と強力な連携体制を構築する

② 社会人学び直しの推進
社会で活躍するIT技術者の学び直しを推進するenPiT-Pro

社会人
IT技術者

拠点大学

ユーザー
企業

大学学術団体

大学 大学

ベンダー企業
研究機関

・実践演習
・理論 など

Ø 大学が有する最新の研究の知見に基づき、情報科学分野を
中心とする高度な教育（演習・理論等）を提供する

Ø 拠点大学を中心とした産学教育ネットワーク構築し、短期の実
践的な学び直しプログラムを開発・実施する

平成29～33年度（５年間）

第四次産業革命や
働き方改革に貢献

改革の
好循環
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全国の高等専門学校生
が共同で利用できるサ
イバーレンジ（実践的
な演習環境）を整備

《第１フェーズ（H28‘）》

【拠点整備・環境更新の年次計画イメージ】
◎ 拠点整備 ⇒ 平成28年度、29年度の2カ年で整備
◎ 環境更新 ⇒ 平成30年度から４年周期で更新

H２８’ H２９’ H３０’ H３１’ H３２’ H３３’ H３４’

拠点整備 ５拠点 ５拠点

環境更新
(ｿﾌﾄｳｪｱ中心)

３拠点 ２拠点 ３拠点 ２拠点 ３拠点 ２拠点・・・

H３５’・・・

１．課題・背景
あらゆるものがインターネットに接続され、ITを活用したサービスが拡大する中、情報セキュリティ人材の育成が急務と

なっている。
２．取組概要

(１) 高知高専、石川高専などにおいて企業と連携した情報セキュリティのスキルセット（到達目標）の構築、教材開発を行
うとともに、情報セキュリティの教育実践と到達度評価を行う。【継続事業】

(２) 他校・異分野の学生同士が切磋琢磨しながら情報セキュリティに関する知識や技術を学び、意識を高め合うための拠点
を設置し、全国の高等専門学校生が共同で利用できるサイバーレンジ（実践的な演習環境）を提供する。

「検証(H28‘：先行５拠点)」に引き続き、「展開(H29’：後発５拠点)」の２段階（２カ年）で整備し、全国10ヶ所の
拠点を完成させ全高専を補完し、秀でた「情報セキュリティ人材」の発掘・育成を図る。【拡充事業】

３．地域を担う人材育成に向けた教育改革

高等専門学校における、社会ニーズを踏まえた新分野・領域教育の推進 「情報セキュリティ人材」

平成29年度予算額 236,500千円（平成28年度予算額 229,820千円）
【（独）国立高等専門学校機構】営費交付金の内数】

「セキュリティ演習拠点」の整備【拡充事業】
◇ 「情報セキュリティ人材」の演習拠点を全国10ヶ所に整備し、いずれかで常に最新のソフトウェア等を備え、全国の高専からアクセスを可能としたサイバーレンジ
（実践的な演習環境）を提供
○ 第１フェーズ：平成28年度に整備した先行５拠点において、「情報セキュリティ人材」の育成に必要な教育実践を検証し、理想的な環境整備と実効性のある教育方法を

確立させる。
○ 第２フェーズ：第１フェーズで構築したものを基に、全高専を補完するため、後発５拠点の教育環境整備を実施し、全国10ヶ所で｢情報セキュリティ人材｣の発掘・育成

を強力に実行する。
※ 日々進化しているサイバー攻撃技術にも対応するため、全国10ヶ所のいずれかで、常に最新のソフトウェア等を備えることとし、４年周期で環境更新を行う。

５拠点 ⇒ 10拠点
(検証) (展開)

《第２フェーズ（H29‘）》 15
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